
うち県出資額

　

　企業が成長性の高い新たな事業展開等を図ろうとする際に、資金、経営ノウハウ等必要な経営資源を提供す
ることにより、企業の成長を支援し、将来にわたって新たな雇用の創出や県内所得の拡大等を図る。

　県の出資を中心に組成したひろしまイノベーション推進第１号投資事業有限責任組合及び民間の出資を中心
に組成した同２号投資事業有限責任組合、ふるさと連携応援ファンド投資事業有限責任組合の資金により、成
長が見込まれる企業へ出資（株式取得等）し、併せて経営参加型の支援を行うことなどにより、出資先企業の成
長を促進する。

県以外の出資者 なし

設立目的

業務概要

区　分 役職員数 備　考

備　考

（３）組織の概要

監 査 役 石原　広一

取 締 役 石橋　三千男

取 締 役 原田　靖博

役 職 氏　　名 県職員である者 備考 役 職 氏　　名 県職員である者 備考

代 表 取 締 役
社 長 熊谷　賢一 常勤

常 勤 職 員 数 ６ 人 ０ 人 １ 人 ５ 人

非 常 勤 役 員 数 ３ 人 ０ 人 ０ 人 ３ 人

県職員 元県職員 その他

常 勤 役 員 数 １ 人 ０ 人 ０ 人 １ 人

基本財産等の額 １００，０００千円 １００，０００千円 県出資比率 １００％

（２）役・職員の状況

出資法人経営状況説明書

１　法人の概要（令和７年６月23日現在）

（１）基本情報

法人の名称 株式会社 ひろしまイノベーション推進機構 所 管 課 商工労働局イノベーション推進チーム

所 在 地 広島市中区袋町３－17　シシンヨービル 設立登記 平成23年５月24日



 （１）事業計画 （単位：千円）

（２）予想損益計算書 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

１号組合は存続期間が満了し清算期間中。２号組合は令和６年12月25日に清算完了。
「ふるさと連携応援ファンド」は投資期間中（ファンド規模は76億円）。
また、令和７年４月１日には、「ふるさと連携応援ファンド２号」を組成するため、出資募集を開始。

法人税等調整額　　  　　　 ⑫ 0 0 0

当期純利益（損失）　　　    　　⑬=⑩-⑪-⑫ ▲ 3,350 ▲ 43,316 39,966

税金等調整前当期純利益      ⑩=⑦+⑧-⑨ ▲ 5,076 ▲ 43,316 38,240

法人税等 　　　  　　　　　　 ⑪ ▲ 1,726 0 ▲ 1,726

特別利益 　　  　　　　　　　 ⑧ 0 0 0

特別損失 　　　　  　　　　　 ⑨ 0 0 0

営業外費用                    ⑥ 40 27 13

経常利益（損失）                  ⑦=④+⑤-⑥ ▲ 5,076 ▲ 43,316 38,240

 営業利益（損失）                　④=①-②-③ ▲ 5,351 ▲ 43,288 37,937

営業外収益                    ⑤ 315 0 315

売上原価　　　　　　　　 　　② 0 0 0

販売費・一般管理費　　　　③ 188,137 210,288 ▲ 22,151 人件費の減

区　分 令和７年度 令和６年度 増　減 主な増減理由

売上高　　　　　　　　　　　　① 182,786 167,000 15,786
投資事業有限責任組合の管理
報酬の増

合　計 188,137 210,288 ▲ 22,151

 【特記事項】

投資事業 ・ 投資先企業に対する経営参加型の支援等 188,137 210,288 ▲ 22,151

２　令和７年度事業計画

事業名 事業内容 令和７年度 令和６年度 増　減



３　令和６年度事業報告

（１）事業報告 （単位：千円）

①１号・２号組合
平成23年度には次の２つの投資事業有限責任組合を組成している。
　ひろしまイノベーション推進第１号投資事業有限責任組合
　　・　組合契約効力発生日：平成23年6月17日
　　・　組合出資総額：40億5,500万円
　　・　組合の存続期間：令和５年12月まで（12年間）
　ひろしまイノベーション推進第２号投資事業有限責任組合
　　・　組合契約効力発生日：平成24年1月1日
　　・　組合出資総額：65億2,000万円
　　・　組合の存続期間：最長令和５年12月まで（12年間）
平成24年度から平成29年度にかけて次の企業に対して投資を行い、経営参加型の支援（社外役員の派遣等）を行って
いる。

合　計 182,637 213,834 ▲ 31,197

 【特記事項】

事業名 事業内容 令和６年度 令和５年度 増　減

投資事業 ・　投資先企業に対する経営参加型の支援　等 182,637 213,834 ▲ 31,197

企業名（所在地） 事業内容 公表日等 

株式会社ツーセル 

（広島市南区） 

医療用遺伝子及び細胞、医薬品、診断薬、

試薬、医療材料の研究・開発・製造・販

売等 

公表日：平成26年11月20日 

金 額：約 8 億円 

→戦略的事業パートナーに株式譲渡済み（２号組合のみ）（令和 6 年 10 月 31 日公表） 

株式会社なかやま牧場 

（福山市駅家町） 

肉牛の肥育、食肉加工、総合食品  

スーパーの一貫経営 

公表日：［当初投資］平成27年8月20日 

    ［追加投資］平成 28 年 10月 25 日 

金 額：［当初投資］約 4 億円 

    ［追加投資］約 3 億円 

→ 一部を投資先による買戻し（平成30年10月2日公表） 

→ 投資先による買戻し（令和 3 年 10 月 15 日公表） 

株式会社ビーシー・イング

ス 

（広島市安佐北区） 

学習塾「田中学習会」及び東進衛星予

備校の運営等 

公表日：平成 29 年 10 月 30 日 

金 額：約 9 億円 

→戦略的事業パートナーに株式譲渡済み（令和 3 年 10月 15 日公表） 

株式会社サンエー 

（三次市南畑敷町） 

薄膜センサーの開発・製造・販売等 

公表日：［当初投資］平成 25 年 4 月 26 日 

［追加投資］平成 26 年 7 月 9日 

金 額：［当初投資］約 5 億円 

    ［追加投資］約 5 億円 

→ 戦略的事業パートナーに株式譲渡済み（平成27年8月26日公表） 

オー・エイチ・ティー株式会社 

（福山市神辺町） 

検査装置の企画・開発・製造・販売等 
公表日：平成 24 年 4 月 9 日 

金 額：約 10 億円 

→ 戦略的事業パートナーに株式譲渡済み（平成28年3月23日公表） 

アイサービス株式会社 

（尾道市美ノ郷町） 

病院・施設向け給食受託、施設・高齢者

配食サービス向け食材の製造・販売等 

公表日：平成 26 年 7 月 9 日 

金 額：約 3 億円 

→ 投資先による買戻し（平成30年10月2日公表） 

ルーチェサーチ株式会社 

（広島市安佐南区） 

UAV（Unmanned Aerial Vehicle：ドロ

ーン）を利用した各種測量、災害調査、

構造物調査等 

公表日：平成 29 年 9 月 14 日 

金 額：約 2 億円 

→ 投資先による買戻し（令和元年 10月15日公表） 



②ふるさと連携応援ファンド
令和元年度には次の投資事業有限責任組合を組成している。
　ふるさと連携応援ファンド投資事業有限責任組合
　　・　組合契約効力発生日：令和2年1月1日
　　・　組合出資総額：76億円（※県の出資なし）
　　・　組合の存続期間：令和11年12月まで（2年延長可）
令和元年度から令和７年度にかけて次の企業に対して投資を行い、経営参加型の支援（社外役員の派遣等）を行って
いる。

 

企業名（所在地） 事業内容 公表日 

株式会社キングファクトリーグループ 

（広島市中区） 

飲食業（広島式汁なし担担麺専門キング軒、お

このみ魂悟空の運営等） 
令和 2年4月13日 

株式会社ミルテル 

（広島市南区） 

血液検査事業（ミアテスト®（疾患リスクの早

期検査）、テロメアテスト（遺伝子の疲労度測

定）及び関連事業の研究開発等） 

令和 2年4月24日 

→戦略的事業パートナーに株式譲渡済み（令和 5 年 12 月 19 日公表） 

株式会社フタバ図書 

（広島市西区） 

書籍、文具雑貨、中古品等の販売及びレンタル

並びにアミューズメント施設等の運営 
令和 3 年１月 28 日 

株式会社ツーセル 

（広島市南区） 

医療用遺伝子及び細胞、医薬品、診断薬、試薬、

医療材料の研究・開発・製造・販売等 
令和 3 年 10 月 15 日 

株式会社ボレー 

（福山市新市町） 
レディスボトム等の企画・製造 令和 4 年 4 月 27 日 

瀬戸内通信鋼業株式会社 

（尾道市高須町） 

携帯電話基地局用のアンテナ及び無線機等

に係る取付部材の設計・製造 
令和 4 年 11 月１日 

株式会社フタバ図書 

（広島市西区） 

※追加投資 

書籍、文具雑貨、中古品等の販売及びレン

タル並びにアミューズメント施設等の運営 
令和 5 年 3 月 20 日 

株式会社ファイン 

（徳島県阿波市） アルミサッシ建材の製造販売及び付随する

建築工事 
令和 6 年１月 11 日 

株式会社リンクス 

（徳島県名西郡石井町） 

株式会社クリスタルプロセス 

（東広島市鏡山） 

コーティング剤・研磨剤等の表面処理技術

の研究開発及び製造、販売 
令和 6 年 1 月 12 日 

株式会社ツーセル 

（広島市南区） 

※追加投資 

医療用遺伝子及び細胞、医薬品、診断薬、

試薬、医療材料の研究・開発・製造・販売

等 

令和 6 年 4 月 26 日 

株式会社ツーセル 

（広島市南区） 

※追加投資 

医療用遺伝子及び細胞、医薬品、診断薬、

試薬、医療材料の研究・開発・製造・販売

等 

令和 6 年 7 月 26 日 

ＨＡＲＡＤＡ株式会社 

（山口県防府市） 
ワーキングユニフォームの企画・販売 令和 7 年 5 月 8 日 

 



（２）損益計算書　 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

（３）貸借対照表 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

（４）キャッシュフロー計算書 （単位：千円）

（５）株主資本等変動計算書 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

利益剰余金

資産

負債

純資産合計　   　　　　　　　　　　⑥=④+⑤ 307,112 326,267 ▲ 19,155

株主資本合計　　　　　　　　  ④=①+②+③ 307,112 326,267 ▲ 19,155

評価・換価差額等　　　　　　　　　　 　⑤ 0 0 0

繰越利益剰余金 207,112 226,267 ▲ 19,155

計　　　　③ 207,112 226,267 ▲ 19,155

利益準備金 0 0 0

圧縮積立金 0 0 0

資本金　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　　　　 50,000 50,000 0

資本剰余金　　　　　　　　　　　　　　　② 50,000 50,000 0

現金及び現金同等物の期末残高 216,619 352,771 ▲ 136,152

区　分 令和６年度末 令和５年度末 増　減 主な増減理由

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 150 35 ▲ 185

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 463 ▲ 815 352

区　分 令和６年度 令和５年度 増　減 主な増減理由

営業活動によるキャッシュ・フロー ▲ 135,538 ▲ 9,754 ▲ 125,784
投資事業有限責任組合の管理
報酬の減

　　　　　計 307,112 326,267 ▲ 19,155

負債・純資産合計 322,804 400,841 ▲ 78,037

純
資
産

資本金 50,000 50,000 0

剰余金等 257,112 276,267 ▲ 19,155

評価・換算差額等 0 0 0

固定負債 3,744 1,429 2,315

　　　　　計　　 15,692 74,573 ▲ 58,881

　　　  資　産　合　計 322,804 400,841 ▲ 78,037

流動負債 11,947 73,143 ▲ 61,196

固定資産 50,541 49,491 1,050

繰延資産 0 0 0

区　分 令和６年度 令和５年度 増　減 主な増減理由

流動資産 272,263 351,349 ▲ 79,086 現金及び預金の減

法人税等調整額　　　　　 ⑫ ▲ 220 269 ▲ 489

当期純利益（損失）　　　　　⑬=⑩-⑪-⑫ ▲ 19,155 1,585 ▲ 20,740

税金等調整前当期純利益 ⑩=⑦+⑧-⑨ ▲ 19,385 2,311 ▲ 21,696

法人税等 　　　　　　　　　 ⑪ ▲ 10 456 ▲ 466

特別利益 　　　　　　　　　　 ⑧ 0 0 0

特別損失 　　　　　　　　　 ⑨ 674 0 674

営業外費用⑥ 77 27 50

経常利益（損失）         ⑦=④+⑤-⑥ ▲ 18,710 2,311 ▲ 21,021

 営業利益（損失）④=①-②-③ ▲ 18,834 2,280 ▲ 21,114

営業外収益⑤ 201 58 143

売上原価② 0 8,932 ▲ 8,932

販売費・一般管理費③ 182,637 213,834 ▲ 31,197

区　分 令和６年度 令和５年度 増　減 主な増減理由

売上高① 163,802 225,047 ▲ 61,245
投資事業有限責任組合の管理
報酬の減



（６）県からの財政的支援 （単位：千円）

　経費等の適正な執行を図る観点から、内部監査体制の代替・補完措置として、監査役監査を3～4か月に1回程度実施
している。

 【県の財政的支援の目的・内容等】

（７）経営健全化計画の推進状況など特記事項

― ― ―

合　計 ― ― ―

借入金残高（期末残高） ― ― ―

債務保証額（期末残高） ― ― ―

損失補償契約に係る債務残高

貸付金 ― ― ―

その他（追加出資等） ― ― ―

補助金等 ― ― ―

委託料 ― ― ―

区　分 令和６年度 令和５年度 増　減 主な増減理由



（単位：千円）

科　　目 令和６年度決算 A 令和５年度決算 B 増　減 A-B 備考

　売上高

     受入手数料 163,752 225,046 ▲ 61,294

　　 投資有価証券売上高 49 0 49

　　 売上高合計 163,802 225,047 ▲ 61,245

　売上原価

　　 投資有価証券売上原価 0 2,358 ▲ 2,358

　 　投資償却損 0 6,574 ▲ 6,574

　　 売上原価合計 0 8,932 ▲ 8,932

　　　売上総利益 163,802 216,114 ▲ 52,312

　販売費及び一般管理費

      役員報酬 25,584 28,009 ▲ 2,425

　　　給料手当 68,281 81,936 ▲ 13,655

　　　賞与 8,574 12,841 ▲ 4,267

　　　人材派遣料 0 0 0

　　　退職給付費用 0 159 ▲ 159

　　　賞与引当金繰入額 3,104 2,918 186

　　　法定福利費 12,011 15,912 ▲ 3,901

　　　福利厚生費 1,037 996 41

　　　旅費交通費 7,225 6,544 681 　

　　　通信費 1,581 1,917 ▲ 336

　　　消耗品費 360 529 ▲ 169

　　　水道光熱費 658 639 19

　　　保険料 1,936 2,754 ▲ 818

　　　修繕費 0 155 ▲ 155

　　　新聞図書費 303 530 ▲ 227

　　　研修費 0 7 ▲ 7

　　　車両費 0 1 ▲ 1

　　　地代家賃 16,638 17,012 ▲ 374

　　　支払手数料 2,499 2,468 31

　　　広告宣伝費 141 136 5

　　　交際費 862 1,543 ▲ 681

　　　諸会費 744 815 ▲ 71

　　　寄付金 10 3,287 ▲ 3,277

　　　会議費 54 39 15

　　　租税公課 45 45 0

　　　減価償却費 728 903 ▲ 175

　　　調査管理費 7,056 8,260 ▲ 1,204

　　　委託手数料 19,162 19,005 157

　　　支払リース料 1,327 1,750 ▲ 423

　　　備品費 151 103 48

　　　組合管理費 2,500 2,557 ▲ 57

　　　組合経費 23 22 1

　　　雑費 31 30 1

      販売費及び一般管理費合計 182,637 213,834 ▲ 31,197

　　　営業利益 ▲ 18,834 2,280 ▲ 21,114

　営業外収益

　　　受取利息 169 4 165

　　　有価証券売却益 0 0 0

　　　雑収入 32 54 ▲ 22

      営業外収益合計 201 58 143

　営業外費用

　　　支払利息 70 27 43

　　　雑損失 6 0 6

　　　営業外費用合計 77 27 50 　

　　　経常利益 ▲ 18,710 2,311 ▲ 21,021

　特別損失

　　　固定資産除却損 674 0 674

　　　税引前当期純利益 ▲ 19,385 2,311 ▲ 21,696

　　　法人税、住民税及び事業税 182 456 ▲ 274

　　　法人税等還付税額 ▲ 192 0 ▲ 192

　　　法人税等調整額 ▲ 220 269 ▲ 489

      法人税等合計 ▲ 230 725 ▲ 955

　　　当期純利益 ▲ 19,155 1,585 ▲ 20,740

※　端数調整により、合計が一致しない場合がある。

４　損益計算書の内訳



（単位：千円）

科　　目 令和６年度決算 A 令和５年度決算 B 増　減 A-B 備考

Ⅰ　資産の部

　１  流動資産

　　　　　普通預金 65,937 189,368 ▲ 123,431  

　　　　　定期預金 150,067 150,008 59  

　　　　　売掛金 23,378 0 23,378

　　　　　貯蔵品 2 0 2

　　　　　前払費用　 3,278 2,971 307  

　　　　　短期貸付金　 110 0 110

　　　　　未収入金 241 1,299 ▲ 1,058  

　　　　　未収消費税等 1,986 0 1,986

　　　　　立替金 27,262 7,701 19,561  

　　　　　仮払消費税 0 0 0  

　　　　　仮払法人税等 0 0 0  

　　　　　未収消費税等 0 0 0  

　　　　流動資産合計 272,263 351,349 ▲ 79,086  

　２  固定資産  

　（１）有形固定資産  

　　　　　建物 335 473 ▲ 138  

　　　　　器具及び備品 161 286 ▲ 125  

　　　　　リース資産 2,469 796 1,673  

　　　　有形固定資産合計 2,966 1,556 1,410  

　（２）無形固定資産  

　　　　　ソフトウェア　　 0 0 0  

　　　　無形固定資産合計 0 0 0  

　（３）投資その他の資産  

　　　　　投資有価証券 45,364 45,984 ▲ 620  

　　　　　敷金 520 520 0  

　　　　　長期貸付金 40 0 40

　　　　　繰延税金資産 1,650 1,430 220  

　　　　投資その他の資産合計 47,575 47,934 ▲ 359  

　　　　固定資産合計 50,541 49,491 1,050  

　　　資産合計 322,804 400,841 ▲ 78,037  

Ⅱ　負債の部  

　１  流動負債  

　　　　　リース負債 635 830 ▲ 195  

　　　　　未払金 3,958 6,996 ▲ 3,038  

　　　　　未払費用 2,223 2,992 ▲ 769  

　　　　　未払法人税等 182 31 151

　　　　　未払消費税等 0 4,127 ▲ 4,127

　　　　　前受金 0 52,250 ▲ 52,250  

　　　　　預り金 1,843 2,996 ▲ 1,153  

　　　　　借受金 0 0 0  

　　　　　賞与引当金 3,104 2,918 186  

　　　　流動負債合計 11,947 73,143 ▲ 61,196  

　２  固定負債  

　　　　　リース債務 2,119 280 1,839  

　　　　　長期未払金 476 0 476

　　　　　退職給付引当金 1,149 1,149 0  

　　　　固定負債合計 3,744 1,429 2,315  

　　　負債合計 15,692 74,573 ▲ 58,881  

Ⅲ　純資産の部  

　１  株主資本  

　（１）資本金 50,000 50,000 0

　（２）資本剰余金

　　　　　資本準備金 50,000 50,000 0

　　　　資本剰余金合計 50,000 50,000 0

　（３）利益剰余金

　　　　　その他利益剰余金 207,112 226,267 ▲ 19,155

　　　　　　繰越利益剰余金 207,112 226,267 ▲ 19,155

　　　　利益剰余金合計 207,112 226,267 ▲ 19,155

　　　　株主資本合計 307,112 326,267 ▲ 19,155

　　　純資産合計 307,112 326,267 ▲ 19,155

　　　負債・純資産合計 322,804 400,841 ▲ 78,037

※　端数調整により、合計が一致しない場合がある。

５　貸借対照表の内訳


